ペルーの経済情勢（２０１６年４月）
１　総論

最新のペルーの月例主要経済指標は，経済成長率６．０４％（２月：前年同月比），リマ首都圏のインフレ率３．９１％（４月までの一年間），対米ドル為替相場３．３０１（４月平均値），リマ首都圏の完全失業率７．２％（３月），財政収支８００百万ソルの赤字（３月），貿易収支４５百万米ドルの赤字（３月）となった。
２　各論

（１）主要経済指標

　ペルー中央準備銀行及びペルー統計情報院によれば，ペルーの主要経済指標は次のとおり。

ア　経済成長率

最新の経済成長率（ＧＤＰ成長率）は，２月の６．０４％（前年同月比）であった（３月分は未公表）。
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[image: image1.emf]GDP成長率（前年同月比）推移
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イ　インフレ率

　４月のリマ首都圏のインフレ率（消費者物価指数（前月比））は，０．０１％となり，最近１２か月（昨年５月～本年４月）の上昇率は，３．９１％となった。
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ウ　為替相場

４月の対米ドル為替相場の平均は３．３０１ソルであった。
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[image: image10.emf]対外債務累積

（百万ドル）

 

2009年末 2010年末 2011年末 2012年末 2013年末 2014年3月2014年6月2014年9月2014年12月2015年3月2015年6月2015年9月2015年12月 前年同月比

対外債務累積額 35,157 43,674 47,977 59,376 60,823 60,842 61,657 63,586 64,512 64,987 63,781 67,091 68,244 5.8%

 　中長期債務

30,431 37,359 41,652 50,435 54,373 54,764 55,336 56,349 57,534 57,864 57,109 60,095 61,169 6.3%

 　　民間債務

10,314 14,424 17,420 23,982 30,341 31,459 31,295 32,577 33,644 33,685 33,856 34,297 34,388 2.2%

　　 公的債務

20,117 22,934 24,232 26,452 24,032 23,305 24,042 23,772 23,890 24,179 23,252 25,798 26,781 12.1%

 　短期債務 

4,726 6,315 6,325 8,941 6,450 6,079 6,321 7,237 6,978 7,124 6,673 6,996 7,075 1.4%
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エ　失業率

　２月のリマ首都圏の完全失業率は７．２％であった。
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[image: image13.emf]財政収支

（百万ソル）

2010年間 2011年間 2012年間 2013年間 2014年間 2015年間 2015年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 2016年1月 2月 ３月 前年同月比

前年同期比 ※

歳入 74,712 88,135 97,287 103,282 109,517

101,582 10,359 7,786 7,790 7,728 8,096 7,706 7,957 8,487 9,485 9,095 7,041 9,580 6.4 -1.8

歳出 70,639 78,878 85,759 96,312 106,959

114,096 7,995 8,113 8,890 11,308 8,912 8,645 9,812 9,571 18,709 5,869 7,268 9,901 24.8 4.1

資本的収入 747 290 344 772 705

639 16 20 74 28 2 36 -7 24 86 -17 -46 -1 -100.4 -117.8

ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ 4,766 5,219 11,872 7,742 3,263

-11,875 2,380 -306 -1,026 -3,552 -814 -903 -1,862 -1,060 -9,138 3,210 -272 -322 - -

債務利払い 4,820 9,547 5,233 5,729 5,777

5,854 98 619 115 340 1,420 422 100 644 154 364 1,540 478 30.2 22.7

総収支 53 4,329 6,639 2,013 -2,515

-17,729 2,282 -925 -1,142 -3,892 -2,234 -1,324 -1,962 -1,704 -9,292 2,845 -1,812 -800

- -

※ 2015年3月まで１年累計と2016年3月まで１年累計差異。


オ　財政収支

　３月の中央政府の財政収支は，歳入が対前年同月比で１．８％減となった。歳出は，対前年同月比で４．１％増となった。全体では，プライマリーバランスは，３２２百万ソルの赤字となった。債務の利払いを含めると，８００百万ソルの赤字となった。
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[image: image15.emf]リマ首都圏インフレ率（前月比）の推移

2013年間2014年間2015年間14年/9月 10月 11月 12月 15年/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年/1月 2月 3月 4月
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カ　貿易収支

　３月の輸出額は，伝統産品（鉱物資源，魚粉，コーヒー等）が対前年同月比１０．４％増，非伝統産品（アスパラガスなどの近代的農業産品，繊維製品，工業製品等）が１４．０％減となり，全体では２，７５７百万米ドル（対前年同月比２．２％増）となった。主要輸出品目は銅，金，鉱油，魚粉であった。
輸入額は，対前年同月比で消費財が４．５％減，中間財は１４．６％減，資本財が１６．６％減となり，全体で２，８０２百万米ドル（対前年同月比１３．５％減）となった。この結果，貿易収支は，４５百万米ドルの赤字となった。主要輸入品目は自動車，テレビ，オートバイであった。
[image: image17.emf]為替の推移(ソル／ドル）(平均）

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年15年/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年/1月 2月 3月 4月
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[image: image19.emf]貿易収支

（百万ドル）

2010年間 2011年間 2012年間 2013年間 2014年間 2015年間 2015年4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 2016年1月 2月 3月 前年同月比

前年同期比 ※

輸出

35,803 46,376 47,411 42,474 39,326 34,157 2,415 2,661 3,199 2,850 3,034 2,706 3,084 2,899 3,224 2,459 2,422 2,757 2.2% -6.4%

　伝統産品

27,850 35,896 35,869 31,251 27,538 23,263 1,672 1,798 2,295 1,953 2,176 1,839 2,130 1,912 2,126 1,563 1,631 1,974 10.4% -4.2%

　非伝統産品

7,699 10,176 11,197 10,985 11,618 10,807 735 857 895 888 851 862 946 980 1,090 889 785 776 -14.0% -11.0%

　その他

254 304 345 238 170 87 7 6 9 8 8 6 8 7 8 8 6 7 -18.5% 1.9%

輸入

28,815 37,152 41,135 42,217 40,807 37,363 3,031 3,022 3,292 3,167 3,161 3,117 3,112 3,224 3,003 2,980 2,576 2,802 -13.5% -9.7%

　消費財

5,489 6,734 8,252 8,837 8,891 8,762 659 658 707 759 782 802 781 838 685 652 663 727 -4.5% -3.6%

　中間財

14,023 18,332 19,273 19,512 18,819 15,932 1,334 1,300 1,473 1,359 1,345 1,337 1,308 1,233 1,232 1,228 1,066 1,162 -14.6% -13.6%

　資本財

9,074 11,730 13,347 13,654 12,911 12,006 1,014 998 1,010 1,023 1,014 970 1,017 980 1,035 1,022 841 882 -16.6% -6.8%

　その他

229 356 262 213 185 664 24 65 101 25 20 7 7 173 52 78 6 31 -47.2% -39.7%

貿易収支

6,988 9,224 6,276 257 -1,480 -3,207 -616 -361 -93 -317 -127 -410 -28 -325 221 -522 -154 -45 - -


キ　外貨準備高

４月末の外貨準備高は，６１，２７３百万米ドルとなった。　
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[image: image22.emf]外貨準備高 （百万ドル）

2010年末 2011年末 2012年末 2013年末 2014年末2015年/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 2016年/1月 2月 3月 4月

44,105 48,816 63,991 65,663 62,308 62,619 61,896 61,323 61,627 60,413 60,017 59,734 60,613 61,439 62,172 62,196 61,485 59,981 60,198 61,281 61,273

　　
ク　対外累積債務

[image: image23.emf]リマ首都圏失業率推移

14年/6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年/1月 2月

5.9% 5.6% 6.1% 5.1% 5.9% 5.2% 5.5% 8.3% 6.8% 5.9% 7.6% 7.4% 5.4% 6.5% 6.5% 6.3% 4.7% 6.2% 6.2% 7.4% 7.2%

２０１５年末の対外債務累計総額は，６８，２４４百万米ドルであった。 
　　　

　（注）上記表中の数値は今後修正される可能性あり。

（２）最近の主な出来事
・太平洋同盟の枠組協定追加議定書の発効に関する式典（４月２９日）
４月２９日，大統領府において太平洋同盟枠組協定追加議定書の発効に関する式典が開催された。同追加議定書の発効（５月１日）により，追加貿易品目の９２％の関税が撤廃され残り８％の関税も中期的に漸次削減されることになる。
さらに同式典において，「貿易に関する統一窓口」プロジェクト第２期に対する融資に関しＩＤＢとペルー政府間の署名がなされた。
・個人年金システム改正法案国会で可決（５月９日）

　　個人年金システムの改正案が国会で可決し，民間年金基金の加入者は，年金積立金の２５％を限度として，住宅抵当融資償還への充当が可能となった。各金融機関は，本法改正による便益は概算でも１１万人を超えると予想している。なお，銀行保険年金監督庁によれば，本年１月時点における金融機関の抵当融資貸付対象者は２３万２０９８人で，そのうち約９０％が会社員であるとのこと。
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